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5.3	
 欧州における大学等の状況−２（欧州遠隔教育大学連盟（European Association 
of Distance Teaching Universities, EADTU）年次大会） 

 

	
 EADTU は欧州の遠隔教育大学の連合であり、毎年大会を開催してメンバー間の交流を深めている。今回
の大会のテーマは、“Transition to open and on-line education in European universities（欧州の大学にお
けるオープンでオンラインの教育への移行）”で、やはり今話題のMOOCsについての論議がよく聞かれた。
今回のこの会議はフランスの遠隔教育の大学連合である FIED（Federation Interuniversitaire de l’
Enseignements a Distance, Inter-university Federation for Distance Education）が主催者となっており、
基調講演においても、10月初旬にフランスの教育省が、国を挙げてMOOCsに取り組むことを発表したこと
などが教育長官から講演され、オンライン教育において英語圏に後れを取っているフランスの意気込みが感

じられた。特に、会議参加者に対してソルボンヌ・メッセージ（Message of Sorbonne, Paris）というもの
を呈示しているところが大変興味深い。 
 
5.3.1	
 ソルボンヌ・メッセージ  
	
 ソルボンヌ・メッセージでは、ヨーロッパの大学の多くで学生はオンライン学習を体験せずに卒業するこ

とは少なくなってきていること、また、インターネット等の情報通信技術（ICT）を活用して国境を越えて
教育が行われるようになってきていること、を説いた。一方で、そういった新しい技術を活用した教育にお

いても、従来型の教育方法から抜け切れず、新しい技術が最大限に活用された教育を受けている学生は少な

い。効果的に活用されれば、新技術は、アクセシビリティ、双方向性、柔軟性、個別化、オープン化につな

がり、学生の学習履歴等を分析するラーニングアナリティクスの可能性も示唆している。新技術を活用した

教育で効果が高いと思われるものは、学習コミュニティにおける学生同士の交流や学生と教員との交流によ

る知識構築であり、学生の既存知識や検索スキルを十分に活用した学習活動においてである。従来の

OER(OpenEducationalResources Educational Resources, 公開教育資源)の動きや、MOOCsの楽観主義に
陥ることなく、未だに多くの欧州の大学ではオンライン教育というのはまれであり、組織的に取り組んでい

る大学は限られている。また、そういったオンライン教育の質保証といったものに真っ向から取り組んでい

る大学も数少ない。国のレベルにおいても、従来の対面授業における質保証をそのままオンライン教育に適

用するのではなく、オンライン教育ならではの質保証のシステムを構築しなければならないが、それは教育

という大枠を考えてなされるべきであり、将来的にオンライン教育が主流になることを視野に入れて行かな

ければならない。 
	
 以上のメッセージが今年次大会の主旨として発表された。 
 
5.3.2	
 欧州における MOOCs 

	
 EADTUのメンバー大学は 40年近くも遠隔教育を行ってきており、その分知見も蓄積されているが、3年
程前から、遠隔教育に全く未経験な教員が遠隔教育を始めるようになり、Coursera, EdX, Udacityといった
有名大学のコンソーシアムなどが遠隔教育の騎手として名をはせるようになった。これら全てが米国を基盤

とするため、欧州政府は気が気でならなくなった。そこで、欧州でもMOOCsを始めようと、英国のオープ
ン大学が Futurelearn を設立し、また、フランスでは 2013 年 10 月に教育省が中心となってフランス型の
MOOCのプラットフォームの開発を発表した。 
	
 しかしながら、EADTUとしてはまだ気が気でない。それは、米国のMOOCsは、従来の大教室の講義型
の教授方法をそのままオンラインに置き換えて行っているだけだからである。また、一方で現在の米国の
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MOOCs はエリート大学を中心に組織されており、優秀な学生が学ぶことを前提にしており、社会性や公開
性は念頭にないからである。こういった危機感をもとに、2013年 4月 25日に OpenupEdイニシアチブが立
ち上げられた。当初は、11のメンバー機関から 40のMOOCコースが 12の違った言語で提供された。2013
年 10月現在では、それは 80のMOOCコースとなり、そのうちの 25コースは単位として認定されるもので
ある。 
	
 OpenupEd は Cousera 等の米国 MOOCs と競合しようと考えているわけではなく、名前が示すように教
育をさらに広めるために行われているものである。	
  
 
5.3.3	
 オンライン教育の質保証  

	
 オンライン教育の質保証は７～８年前から EADTUの大きな課題であり、そのためのプロジェクトがいく
つか立ち上がっている。50もの大学と政府関連機関で開発した E-xcellenceという質保証のマニュアルが既
にあり、2014 年度には、SEQUENT という新たなプロジェクトが、ENQA（The European Network for 
Quality Assurance in Higher Education、高等教育の質保証のための欧州ネットワーク）と EFQUEL
（European Foundation for Quality in e-Learning、eラーニングの質のための欧州基金）の協力で立ち上
がる。これは、欧州連合（EC）の近代化政策（Modernisation Agenda）に対応するもので、オンライン教
育の質保証のみならず、国境を超えたコラボレーションを促すものである。欧州では特に国境を超えた高等

教育が奨励されており、バーチャル教室では異なった国や文化・言語背景の学生たちが一緒に学ぶことによっ

て、グローバル社会の担い手となることを謳っている。そういった環境を構築するための質保証が重要であ

ることが認識された。 
 
5.3.4	
 大学教育の変容  

	
 インターネット、コンピュータ、スマホ、タブレット等の普及により、情報へのアクセスは容易となって
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おり、2011 年時点で 670 万人となっており、約 7 割の学長がオンライン教育は大学変容の重要要因となっ
ていると認識していることがわかっている。欧州連合では、2011 年時点で e ラーニング市場は 6.8%の伸び
を示しており、300万人の学生がオンライン講座を受講している。 
	
 MOOCsやオンラインビデオ講義は大学に代替するものではない。短絡的にコンピュータ技術が人的労力
を必要とする教育を全て行えると考えるのは大変危険である。これらを大学の代替として捉えるのではなく、

世界中の人がアクセスできるコンテンツと考えるべきである。教育として成り立たせるためには、やはり教

員と学生の交流、及び、学生と学生との交流が不可欠である。例えば、こういったコンテンツを「反転授業

（flipped classroom）」の授業モデルの中で活用するのは大変有用である。そのためにも大学同士が協力し合
い、より質の高い教育コンテンツが提供されるようになることが重要になってくる。世界的な知名度の恩恵

のため独走している米国の大学に欧州の大学が負けていてはいけない。 
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5.3.5	
 欧州の大学  

	
 欧州の中世の大学をモデルに、大学間の協力を深めていくべきであると EADTUでは説いている。中世の
大学においては、共通のカリキュラムに則って、学生は一つの大学に縛られることなく、様々な大学での講

義を受講していた。学生のみならず、教員も様々な大学で講義を行い、教えを広めていた。新しい通信技術

は、それを物理的な移動なしで可能にする。遠隔教育を行っている大学では特にそれが長けており、新しい

経済に貢献する人材を養成することが容易になっている。国際競争社会において、有能な人材を育成するこ

とは最優先課題である。これには、人が一生涯学び続ける能力を育成することが大切である。現在の高い失
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業率の要因の一つに、時代の流れについていけない教育・研修システムが挙げられる。 
	
 EADTUは、欧州の遠隔教育大学、伝統的大学、企業が協働して、欧州遠隔教育大学連盟を設立すべきで
あると主張している。設立された大学連盟では、高等教育の国際化のニーズに応えるために、遠隔と対面教

育を融合させた新しい教育モデルを実施し、欧州のMOOCsを充実させ、ボローニャとソルボンヌガイドラ
インに則った共通のカリキュラムを設計することを目的とする。欧州のMOOCsは米国のマクドナルド化さ
れたモデルを踏襲するのではなく、多様な文化と言語を維持しながら価値と伝統を統合し、多様性と統一性

の新しいバランスを生み出すものであるべきである。多くの大学が協働することによって、より広範囲の分

野において卓越した人材やリソースを活用することができるようになる。また、企業を巻き込むことによっ

て、大学の独りよがりにならない、将来の雇用ニーズに合った人材を養成することができるようになる。オ

ンラインコースやコンテンツが国際的な専門家によって監修されるようになると、教育の消費者としての

ユーザーはその質が保証されることになる。グローバルな競争が激化する高等教育市場において、こういっ

た質の保証を行えるものが	
 最終的には勝ち残っていくものであると考える。したがって、ブランド力があ

り、学生の教育の質を保証し、伝統的な大学が従来の古い教育制度に縛られることなく、オープンな姿勢で

ネット上の資源を活用して世界中の知識を流通させることができるように変革する遠隔教育大学の連盟が、

新しい知識社会のニーズに見合ったものであると考えられる。 
 
5.3.6	
 まとめ  

	
 欧州の遠隔教育大学は米国のそれとは性格を異にしており、多様性の上になりたつものであるため、これ

からのグローバル社会においては米国のモデルよりも息が長いものになると思われる。しかしながら、その

多様性のために障害も多く、EADTUが提唱するようなモデルの実現にも時間がかかるものと思われる。日
本の大学、特に本学が、今後どのように国際展開をしていくのかの指針としては、やはり独走するのではな

く、近隣諸国の遠隔教育大学と協働して戦略を立てる必要があるのかもしれない。 
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5.4. 韓国・ソウル大学（SNU: Seoul National University） 
	
 ソウル大学における ICT 利用教育に関するインタビュー調査のため、2014 年 3 月にソウル大学教授学習
センターを訪問した。訪問理由は、韓国トップのソウル大学が 2013年 5月に edXコンソーシアムに参加し、
2014年 3月より SNUxで 3科目の講義提供開始を予定しており、また、同大学で OCW を運用しているた
めである。同センターは両者を担当している。 
 
5.4.1	
 組織について  

	
 ソウル大学教授学習センターは、2001年に設立され、2013年に eラーニングサポート（e-Learning Support）
と統合し組織拡大した。同センターは、「クリエイティブリーダーの養成」をそのビジョンに掲げ、「創造的

な知識コミュニティを生み出す力を導く」ことをミッションとしている。 
	
 SNUの CTLは、組織図（図 5.4-1）のように、センター長の下に「教授支援部」「学習支援部」「アカデミッ
クライティングラボ」「eラーニングコンテンツ開発部」の 4つの部署が設けられている。本稿では特に ICT
活用教育や eラーニング支援を中心に報告する。 
 

 
図 5.4-1	
 ソウル大学教授学習センターの組織図（ソウル大学提供資料を翻訳）  

 

	
 同センターにおける eラーニング支援のプログラムは、「コンテンツ開発」「システム運用」「教育」などに
分類される。まず、コンテンツ開発事業についてみていく。 
 
5.4.2	
 OCWについて  

	
 ソウル大学では、これまで OCW に熱心に取り組んできており多数の講義ビデオが公開されている。オン

ライン講義システムとして「SNUON (SNU Open educatioN)」と呼ばれるシステムを運用しており、学内
向けと一般向けの 2 種類のサービスがある。学内向けのサービスでは、同大学の構成員が大学アカウントで
ログインすることにより、全ての講義コンテンツにアクセスできる。一般向けサービスでは、メールによる

本人確認をおこなえば、限定された一部の講義に登録できるようになっている。この他、モバイル機器対応

も着実に進められており、64の韓国語の講義が公開済みで、28の英語講義の提供も予定されている。 
	
 ソウル大学の OCW向けの講義ビデオ収録は、下記のように戦略的になされている。 
 
(1) 教員のビデオ講義  

	
 ソウル大学を代表する講義の制作を通じ、その成果として講義ビデオを公開しており、2012 年までに 13
の講義シリーズを公開済みである。運用のための資金は、大学のグローバル化を目的とした同大学の総同等

会（いわゆる同窓会組織：Seoul National University Alumni Association）より、教育コンテンツ開発支援
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に過去 5年間に毎年 5億ウォンの支援があり、この中から支出している。 
(2) ベスト講義シリーズ  

	
 同大学の優良な講義として、33の講義ビデオが 2011〜2012年度に作成され、一般公開されている。 
(3) 選抜された特別講義シリーズ  

	
 この他、2008〜2010年には 59の卓越した講義や人気のある講義のビデオや、教授学習センターが開発し
た 26の教授学習に関する教育プログラムのビデオも公開されている。 
 
	
 ソウル大学の講義ビデオは、その量的確保も目指されており、実際におこなわれる講義を教室内で撮影し

たものが多い。他の OCW のように、講義ビデオではなく授業資料（シラバス、教材、試験等）の形式で提

供されるものも少なくない。また、OCW とは異なる事業で撮影した講義ビデオのうち公開可能なものを採

用するなど、OCW での公開のみを目的として講義を撮影することは少ないということであった。多くは教

室内に設置した講義キャプチャシステムで撮影されている。講義ビデオの利活用の主な対象はソウル大学の

学生で、学内での予復習などへの活用が主要な目的とされている。他方で、講義ビデオを一般公開もしてい

るが、学外に向けた知識共有を目的としており、その活用方法が議論されている 
	
 ちなみに、韓国全体においては、KOCWC（韓国 OCWコンソーシアム）が組織されているほか、KERIS
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図 5.4-1	
 ソウル大学教授学習センターの組織図（ソウル大学提供資料を翻訳）  

 

	
 同センターにおける eラーニング支援のプログラムは、「コンテンツ開発」「システム運用」「教育」などに
分類される。まず、コンテンツ開発事業についてみていく。 
 
5.4.2	
 OCWについて  

	
 ソウル大学では、これまで OCW に熱心に取り組んできており多数の講義ビデオが公開されている。オン

ライン講義システムとして「SNUON (SNU Open educatioN)」と呼ばれるシステムを運用しており、学内
向けと一般向けの 2 種類のサービスがある。学内向けのサービスでは、同大学の構成員が大学アカウントで
ログインすることにより、全ての講義コンテンツにアクセスできる。一般向けサービスでは、メールによる

本人確認をおこなえば、限定された一部の講義に登録できるようになっている。この他、モバイル機器対応

も着実に進められており、64の韓国語の講義が公開済みで、28の英語講義の提供も予定されている。 
	
 ソウル大学の OCW向けの講義ビデオ収録は、下記のように戦略的になされている。 
 
(1) 教員のビデオ講義  

	
 ソウル大学を代表する講義の制作を通じ、その成果として講義ビデオを公開しており、2012 年までに 13
の講義シリーズを公開済みである。運用のための資金は、大学のグローバル化を目的とした同大学の総同等

会（いわゆる同窓会組織：Seoul National University Alumni Association）より、教育コンテンツ開発支援
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5.4.4	
 アクティブラーニングへの ICT活用  

	
 韓国においては「アクティブラーニング」の用語ではなく、「SMART 教育（SMART education）」が主に
用いられるが、この用語は ICTを活用したアクティブラーニングとほぼ同義といってよい。SMART教育は
主として初中等教育で用いられる用語であり、高等教育についてはその推進を各大学に委ねられている。し

かし、高等教育施策にも SMART教育で用いられるキーワードや概念が強く反映されており、両者が明確に
分離されているわけではない。 
	
 結果としては、国策として間接的にアクティブラーニング（SMART 教育）が推奨、推進されているが、
対面の講義の機会を減じてオンライン上でのインタラクションを増加させるという方向ではなく、大人数の

学生が参加する講義においても効果的なインタラクションが可能となるような支援を ICTで支援・実現する
という意味で推進されているということであった。 
 
	
 次に、オンラインシステムの運用について扱う。 
 
5.4.5	
 LMSについて  

	
 ソウル大学では、学内の学習支援システムとして「SNU eTL」と呼ばれるシステムを moodleをベースに
開発・運用し、授業支援をおこなっている。eTL利用に関する学生などからの問合せに関しては、個人の PC
に接続しリモートで質問対応等もおこなっている。 
	
 韓国の高等教育機関では、LMSは既に構築・導入済みの教授学習環境として定着しており、その利用状況
が基本的な評価指標の一つとしても用いられている。現在はこれに加え、各高等教育機関に SMART講義室
の導入が推奨されており、導入だけでなく、それを前提とした革新的な取り組みがおこなわれるかが問われ

ている。表 5.4.1にみられるように、同大学では、LMS の授業利用率が 2013年夏学期において 55.4%と活
発に LMSを利用していることがうかがえる。 
	
 ソウル大学で、LMS 導入・利用が学内で進んだのは、2006 年から韓国教育部で展開された「学内情報網
構築」事業にソウル大学が代表校となったのが大きな理由であるようだ。 
 

表 5.4.1	
 ソウル大学における LMSの利用状況（正規科目）  

分類 
2010 2011 2012 2013 

春学期 夏学期 秋学期 冬学期 春学期 夏学期 秋学期 冬学期 春学期 夏学期 秋学期 冬学期 春学期 夏学期 

講義数 
(A) 

5,280 438 5,270 286 5,599 430 5,206 260 5,216 331 5,109 221 5,215 377 

eTL利用 
の講義数 

(B) 
1,352 114 1,306 79 1,432 110 1,307 46 2,522 179 2,642 140 2,872 209 

利用率 
 (B/A) 

26% 26% 25% 28% 26% 26% 25% 17% 48.4% 54% 51.7% 63% 55.1% 55.4% 
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5.4.6	
 反転授業  

	
 同大学の工科大学大学院では、2012年後期より、示範授業で 2講座を展開している（1つはセンター長担
当授業で、他方は他事業からの助成を受けた授業の一部）。講義を提供する教員は公募で選定され、1人当た
り 1,500 万ウォンの助成がある。現在は初期段階で、モデル授業を開発することが優先されており、今後は
順次助成額を削減予定とのことであった。 
	
 その他、国内では、UNIST（Ulsan National Institute of Science and Technology）では、200~300名の
大規模授業での反転授業の試みがある。 
 
5.4.7	
 まとめ  

	
 ソウル大学は、2013年 5月に edXコンソーシアムに参加し、2014年 4月から 3つの講義を提供する予定
である。この制作スタッフは、教授学習センターの e ラーニングコンテンツ開発部が担当しており、学内の
eラーニングや OCW でコンテンツ作成の体制や実績を有している。今後の edXへ提供する講義は、すでに
OCWで保持しているコンテンツも流用することになっている。 
	
 OCW 事業における講義コンテンツの収集は、同大学の総同等会による助成を得て、教室内に設置された

講義キャプチャシステムを利用するなどしてシステマティックかつ精力的におこなわれている。研究大学で
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5.5	
 日本の大学の取り組み 
 

5.5.1	
 東京大学の MOOCおよび OpenCourseWareに関する取り組み 
 

(1) OpenCourseWare 

	
 2005年以来、東京大学では、「知の開放」事業の一環として、UT OCW （後に Todai OCWと改称）を開
設し、東京大学の教育プログラムに従って提供されている正規講義の講義資料や講義映像を学外に無償で提

供してきた。ここに提供されている資料は、実際の講義で提供されているものとほぼ同じものである。これ

らの資料等については、著作権の制限に応じて、大学として許諾処理を行っている。執筆時点で 1,200 を超
える講義が公開され、世界中から年間 300,000~500,000Visitsの利用がある。 
 

表 5.5-1：Todai OCWで提供している講義一覧  

講義シリーズ 107 

講義公開数 1202 

講義資料（日本語） 929 

講義資料（英語） 571 

講義映像（日本語） 428 

講義映像（英語） 26 

 

	
 また、Todai OCWは、MIMAサーチにより講義がどの位関係性を持っているのか、視覚的に捉えること
できる機能を持っている。 
 

 
図 5.5-1：MIMAサーチの画面  

 
(2) MOOC 

	
 東京大学は 2013年 2月に Courseraにパートナー大学として加盟し、2013年度は From the Big Bang to 
Dark Energy（以下「Big Bangコース」とする）と Conditions of War and Peace（以下「War and Peace
コース」とする）の 2コースを実証実験として実施した。両コースの概要を表 5.5-2に示す。 
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 両コースともに、対面の授業と同様に週ごとに新たな学習内容を追加する形式で、全体で４週間のコース

とした。受講者は１本約 10 分にまとめられた講義ビデオクリップを各週に 10 本閲覧し、課題に回答する。
講義ビデオはスライドの前で講師が解説を加える形式を基本とし、CG アニメーションや動画などを加えて
構成した。 
 

 From the Big Bang to Dark Energy Conditions of War and Peace 

内容  宇宙の成り立ちから終わりまで，素粒子理論な

どの最新の研究成果を踏まえて学習する宇宙物

理学のコース 

戦争を国際政治学の観点から振り返り，戦争と

平和の条件について受講者自身が考える国際政

治学のコース． 

講師  村山 斉（カブリ数物連携宇宙研究機構（IPMU）
機構長） 

藤原 帰一（東京大学大学院法学政治学研究科教
授） 

TA 1名（IPMU客員研究員の UC Berkeley大学院
生） 

2名（東京大学政策ビジョン研究センターの特任
研究員と技術補佐員） 

開講  

期間  

2013年 9月 3日から 2013年 10月 8日まで 2013年 10月 15日から 2013年 11月 18日まで
（但し，12月 2日までレポートの相互採点課題
あり） 

コース  

構成  

・	
 講義ビデオ：各週約 10 分の講義ビデオ 8～10

本	
 ✕	
 4 週間．	
 

・	
 講義ビデオ：各週約 10 分の講義ビデオ 10 本	
 

✕	
 4 週間．	
 

・	
 課題：各週 20 問程度の多肢選択式クイズや

演習問題を基本編と応用編に分けて出題	
 ✕	
 

4 週間．	
 

・	
 最終試験：14 問を出題．	
 

・	
 課題：各週 10 問程度の多肢選択式クイズ	
 ✕	
 

4 週間．	
 

・	
 エッセイ課題：中間に 300word，期末に

500word のエッセイ課題を出題．採点（最低

3人分の他の学習者の提出物）も課題の一部．	
 

・	
 掲示板：内容についての質問や様々なディス

カッションをおこなう．	
 

・	
 掲示板：内容についての質問や様々なディス

カッションをおこなう．	
 

想定学習  

時間  

5-6時間／週 5-7時間／週 

対象  

レベル  

東京大学の大学２年生相当 東京大学の大学２年生相当 

成績  

評価  

最終成績 = 各週の課題の正答率（15%換算） ✕ 
4 週 + 最終試験（40%換算） 

最終成績 = 各週の課題の正答率（15%換算） ✕ 
4 週 + 中間エッセイ（15%換算） + 期末エッ
セイ（25%換算） 

最終成績 60%以上で修了証発行．90%以上で
Distinction付きの修了証を発行． 

最終成績 60%以上で修了証発行． 

 

表 5.5-2：東京大学 2013年度実施コース概要  
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 Big Bangコースの課題は多肢選択問題と計算問題で構成し、講義を理解すれば完答できる基礎問題と、よ
り難易度の高い応用問題の２種類を用意した。ただし、応用問題の結果は最終成績には含めず、高いレベル

の問題に挑戦したい受講者向けの任意回答課題とした。War and Peaceコースは講義内容の理解度を測る多
肢選択問題と、中間・期末の２回のエッセイ執筆を課した。エッセイ以外の課題は自動採点され、即座に受

講生に結果がフィードバックされる。エッセイの評価については、受講者同士が相互に採点をおこなうピア

グレーディング方式を採用し、提示された採点基準に沿って、一人の受講生が最低３人の他の受講生の提出

物を採点することとした。 
表 5.5-3に最終結果をまとめた。2コースあわせて 8万人を超える登録者を得て、約 5400人の受講者に修

了証を発行した。表中、「総アクティブ受講者数」は、一度でもコース内で学習活動（講義ビデオの視聴、掲

示板の閲覧／書き込み）をおこなった受講者を、また、掲示板参加者は掲示板に一度でも書き込みをした受

講者を指す。 
	
 2014年度は上記 2講座に加え、経済学分野、情報学分野の新規 2講座をコーセラで開講する予定である。
また、MOOC提供の取り組みをさらに発展させるために、ハーバード大学とマサチューセッツ工科大学（以
下 MIT）が出資して設立された MOOC プラットフォームの edX と配信協定を締結し、ハーバード大学、
MITと協力して近現代の日本に関する連携講座シリーズ「Visualizing Japan」を開発して、2014年秋より
順次提供することになっている。 
 
  

図 5.5-2：BigBangコースの講義ビデオ  
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表３：最終結果 
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総アクティブ 
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最終講義ビデオ 

視聴者数(c) 
8232人 2554人 
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最終課題 
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5.5.2	
 KyotoUxについて 
	
 

(1) KyotoUxの概要  
	
 京都大学では、2013 年 5 月に、ハーバード大学と MIT を始め世界のトップ大学約 30 校が参加している
非営利MOOC大学連合 edXに日本から初めて加盟し、2014年 4月からMOOC提供を開始する。 
	
 京都大学が、edXに加盟した主な理由としては、以下の 4点が挙げられる。 
 
• edXが、MITやハーバードなどの世界のトップ大学連合による非営利組織によって運営されていること 
• edXを通して提供されるMOOCが、プラットフォームと講義コンテンツのオープンソース化に基づいて
いること 

• edXが、オンライン講義だけではなく、参加大学のオンライン講義とキャンパスでの対面講義の相乗効果
を活かすブレンディッド学習（Blended Learning）による教育改善を重視していること 

• edXによって収集されるオンライン学習データの分析と教育効果の検証を通じて、また他の加盟大学との
協力などを通じ、京都大学の教育的研究開発の支援と推進が進められること 

 
	
 つまり、京都大学が edX に加盟するということは、優れた講義を MOOC を通して世界中の人々に提供す
るというだけでなく、高等教育を最先端で革新していこうとする世界のトップレベルの大学が集うコンソー

シアムの一員となる自覚と責任を持つ、ということでもあった。 
 

 

図 5.5-3．京都大学の MOOC「KyotoUx001“Chemistry of Life”(『生命の化学』)」  

 
	
 京都大学が edX を通じて KyotoUx として配信する最初の講義は、上杉志成教授（物質－細胞統合システ
ム拠点・化学研究所）の「生命の化学： Chemistry of Life」（図）である（https://www.edx.org/school/kyotoux/）。
この講義は、「化学と生物学の統合的なアプローチと応用を主題とし、これまで行われてきた先駆的な研究や
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開発を概観と分析を通じて学びながら、学生の創造力や構想力を育てること」を目的としている。 
	
 このような目的を持った講義であるため、学習評価は、MOOCで多用される多肢選択問題やいわゆる「穴
埋め」問題によって、授業を通した単なる知識や技能の習得をチェックすればよい、ということには留まら

なかった。実際に、京都大学で教えられてきた本講義では、受講学生数十人に、各自の化学・生物学を応用

したアイデアや発明を、図を中心とした一枚のレポートのまとめさせたものを提出させ、上杉教授が自らの

専門的知識、知見、経験に基づいて課題評価を単独で行ってきた。これをどのように数万人の受講生に対し

て行うか、という検討が本講義を MOOC 化するために行われ、その結果、本年度はルーブリック（採点基
準表）を用いたピア・アセスメント（学生同士による評価）を中心に対応する準備が進められている。本

MOOC講義は、複数年度に渡って繰り返し提供される予定だが、次年度は、ピア・アセスメントと自動課題
評価システムの連携による新たな評価方法の開発も検討されており、「講義をMOOC化する過程を、教育改
善と教育イノベーションに直結させていくこと」に力点が置かれている。また、これまで上杉教授自身だけ

が行っていた課題評価に工夫を加え、受講学生たち自身が互いに課題評価を行えるようにすることで、これ

までの本講義では学生たちが身に付けられなかった新たな「学びと教え」の能力の成長を促せる、という教

育的効果も期待されている。 
	
 MOOC用の授業を収録する際には、制作スタッフや TA（ティーチングアシスタント）、他の教員などを交
え、効果的な説明の仕方や教え方について検討がなされることも少なくない。時には、収録されたばかりの

授業ビデオを全員で見て「振り返り」を行い、次の授業の改善案について話し合うこともあり、授業改善の

ための教員による主体的な FD（ファカルティ・デベロップメント）としての副次的な効用もある。本MOOC
講義の制作プロセスにおける上杉教授自身による「収録の回を重ねる毎に、自分の授業がどんどん良くなっ

ていくように感じる。教育の専門家から、色々とフィードバックやアイデアをもらって、MOOC版の講義が、
自分がこれまで教えていた対面型の授業を越えるようなものにできれば素晴らしいことだと思う」という主

旨のコメントが、その何よりの生きた証であろう。 
	
 さらに、MOOC講義を利用した実験的な試みとして、以下の 3点が実施される。 
 
• KyotoUx 001 の国外の受講者から成績上位の者を、意欲等も考慮して１名選び、京都大学大学院への国
費留学生として推薦する（年齢は問わない）。総長賞授与（先行には、総長本人も参加）。 

• 講義期間中に、国内外の受講生から成績優秀者を５名程度選抜し、京都大学に１週間ほど招待する（バー

チャルからリアルへ）。 
• 受講生の中で、優秀なバーチャル TAを「Best TA」として表彰する。 
	
  
	
 これらの試行は、入学選抜の方法や学生の教育力トレーニング（例えば、現在「プレ FD」のような形で
進められている大学院生に対する教育研修を補完するような実践ベースのトレーニング）の新たな可能性を

模索するものである。 
 
(2) 京都大学オープンコースウェア・PandA・MOST 
	
 加えて京都大学は、ここ数年に渡り、オープンエデュケーションを国内で最も先鋭的に包括的に進めてき
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にオープンソースの教育オンライン支援システム Sakai をベースに構築された「PandA」（“People and 
Academe”の略）も既に全学利用が可能だ。また、筆者が所属している高等教育研究開発推進センターでは、
優れた教育実践における知見を学内外で共有するための「MOST」（https://most-keep.jp）というオープン
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な教育コミュニティー支援システムを開発・運用している。以下、京都大学 OCWと PandAについて紹介す
る。 
 
	
 京都大学 OCW は、学内で正規開講されている講義ビデオや教材をインターネット上で無償公開するプロ

ジェクトで、2005年の発足以来、公開講座、国際会議を含む約 1,800の講義ビデオを公開してきた。講義ビ
デオは、日本語と英語のほか、フランス語、中国語、韓国語でも提供されており、年間約 80万 Visits（2,400
名／日）の利用がある。 
	
 2005年には JOCWおよび OCWコンソーシアム（OCWC）のメンバーになり、翌年には京都大学で第１
回 OCWC国際会議を開催し、世界各地から OCWC関係者約 400名が集まった。その後、ノーベル賞受賞者
の湯川秀樹先生や我が国の哲学の第一人者である西田幾多郎先生の特集をおこなったり、Googleジャパンと
の提携によりMITよりも先に YouTubeで講義ビデオを公開し世界の OCW関係者から注目を受けるなど、
2010年には国内の OCWにおいてアクセス数がトップとなった。2011年から 2012年にかけては、OCWの
検索システム「iOCW」の開発や、講義ビデオとパワーポイントの同期配信システムの導入、音声認識によ
る日本語字幕付与など、OCWシステムの充実がはかられてきた。 
	
 2013年には、高校生に OCWの試みを広く周知するために高校生向けパンフレットを作成したり、京都大
学 FD 研究検討委員会のウェブサイト上で大学教員の授業改善の参考となる「おすすめ授業」を紹介するな
ど、さらなる利用層の拡大をはかってきた。また、国際的に京都大学 OCW の規模と質が認められ、世界の

トップ大学が参加する edXコンソーシアムへの参加オファーにつながった。 
 

 

図 5.5-4	
 高校生向けパンフレット「OCWクエスト」  

 
	
 また、2013年度より全学向けのコースマネジメントシステム（CMS）として学習支援システム「PandA」
を提供している。PandA はオープンソースの CMS である Sakai CLE を用いて構築されており、京都大学
で開講されている科目において、資料配布、課題提出・返却、電子メールによる受講生への連絡、小テスト、

ウェブ掲示板、電子リソース共有等の機能が利用可能となっている。 
	
 現在、全学共通教育、学部の全科目、および大学院科目（10研究科等）については、教務システム（KULASIS）
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との連携により科目情報と履修情報が自動登録されており、順次登録科目を増加する予定である。今後、遠

隔講義システムとの併用により異なるキャンパスや他大学での受講に利用したり、反転授業や学生間のピア

アセスメント、e ポートフォリオシステムとの連携に利用、するなど、効果的な教育・学習への活用が期待
される。 
 
	
 以上のように、京都大学の edXへの参加は、これまでの学内におけるオープンエデュケーションの取組の
実績の上に立ち、「チャレンジ、オープン、イノベーション」の精神を通じて、世界のトップクラスの大学と

共に高等教育のフロンティアを切り拓き、互いに切磋琢磨しつつ大学教育を大きく進化させる、という意欲

的な試みである。 
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5.5.3	
 北海道大学 
 
(1) 北海道大学における OCWの制作公開  
	
 北海道大学では、2005 年より北海道大学オープンコースウェア(HU-OCW)を、2006 年からは北海道大学
iTunes Uを開設し、継続的に講義コンテンツやビデオ動画を OCWや OERを公開している。北海道大学オー
プンコースウェアは学内外より活発に利用されており、2013 年度の月間アクセス数は、ビジット数約 950、
ページビュー数約 5.4万を数える。 
 
(2) 北海道大学における OERの制作公開  
	
 北海道内の国立大学においては、平成 24年度国立大学改革強化推進補助金「北海道内国立大学の機能強化
について~北大を拠点とする連携体制の構築~」に採択され、北海道大学を中心とした教養教育連携実施事業
を推進している。この事業を推進するため設置された連携教育機構から委託を受け、北海道大学情報基盤セ

ンターでは双方向遠隔授業システムを活用した新たな教育方法の開発を実施している。双方向遠隔授業シス

テムの効果を高めるため、オープン教材(OER)を用いた授業を開発し反転授業とアクティブラーニングを取
り入れた遠隔授業を、大学間合同で行なうことを計画している（図 5.5-5）。また、開発したオープン教材を
MOOCs（大規模公開オンライン講座）の教材として用い、道内を超えて開かれた教育環境をインターネッ
トを介して提供する（図 5.5-6）。将来的には英語でも講座を開講することで、国際化の推進や留学生の獲得
にもつなげることを目指している。また、この事業ではオープン教材を共有しMOOCを開講するためにオー
プンソースソフトウェアの edX Code を用いる。このようなオープンエデュケーションによる教育改革によ
り、教育内容の多様化と質向上を図り、社会に対して大学教育の魅力を発信することを目指している。  
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5.5.4	
 熊本大学大学院教授システム学専攻 
 
	
 熊本大学大学院教授システム学専攻（博士前期・後期課程）は、e ラーニングで e ラーニング専門家を養
成する大学院である。大学設置基準に照らせば「通信制」ではなく「通学制」の大学院であり、修士号の取

得に 2年間で合計 30単位の取得が要求される通常の教育内容と通常の学習量を伴う大学院として 2006年に
設置認可された。2008 年には修士課程に続いて博士後期課程を設置された。以下、鈴木（2013）を参考に
しつつ、本専攻の特徴について述べる。 
	
 本専攻は、「通学制」という制度の下にありながら、一度も熊本大学に通わなくても修士・博士の学位が取

得可能であることが大きな特徴である。これは、大学設置基準第二十五条「多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる」に立脚しており、非同期双方向でインター

ネットを利用することで、対面授業に相当する教育を実現すれば単位認定ができるという法改正が可能にし

た新しい形態となっている。この法改正のもとに最初に「インターネット型大学院」を開設したのは信州大

学大学院工学系研究科情報工学専攻（2002 年 4 月開設）であるが、「e ラーニングによる大学院」であると
同時に「eラーニング専門家養成」のカリキュラムを備えたことにおいて、我が国初の専攻となっている。 
	
 本専攻設置の背景には、大学教育ならびに企業内教育の専門家が大学院レベルで輩出されてこなかったと

いう我が国特有の事情がある。教育学部は初等中等教育の教員養成には熱心であるが、高等教育や企業内教

育における教育専門職を育ててきたわけではない。例えば、韓国では教育学部が初等中等教育の教員養成課

程に加え、人材育成や企業内教育に視座を置いた教育工学科を併設しているのと対照的である。 
	
 我が国では 2000 年頃に e ラーニングに注目が集まり、企業内教育を中心にその導入が進んだが、それを
設計開発した側の専門性の不足と過剰な期待が、その後の e ラーニングの展開を停滞させることとなった。
そこで注目されたのが、大人相手の教育を設計・構築・運用できる e ラーニング専門家養成へのニーズであ
り、そのニーズに応えようと設置されたのが本専攻であった。欧米での学問領域名を採用して「教授システ

ム学専攻（Instructional Systems）」と命名され、現在でもこの専攻名は国内で唯一である。 
	
 教授システム学の中核となるのは、インストラクショナルデザイン（Instructional Design：ID）である。
IDは、教育活動の効果・効率・魅力を高めるための手法を集大成したモデルや研究分野、またはそれらを応
用して教材を作成したり、授業・研修を実施するプロセスのことを指し、日本では 2000 年頃からのｅラー
ニングの浸透とともに注目を集めるようになった。 
	
 教授システム学専攻は、すべての科目をインターネット上で提供する大学院であり、全国から働きながら

学ぶ社会人が集っている。様々な課題を抱えて入学してくる各領域の内容専門家たちを、教育の専門家にも

育てて送り出すのが本専攻のミッションである。内容の専門領域での学位に加えて教育方法でも学位を取得

すること（すなわち、ダブルディグリー）が推奨されている。 
	
 熊本大学では、日本オープンコースウェア・コンソーシアム（JOCW）に加盟しており、インターネット
上ですべての教育活動がおこなわれているオンライン大学院の特性を生かし、教育資源のオープン化への試

みとして「公開科目」を開始した（鈴木ら 2011）。公開科目の開設は 2008年度に着手され、最初の科目「特
別研究 I」が 2009年 4月に日英両ヶ国語で公開された。その後、2007年 7月には「基盤的教育論」が日英
両ヶ国語で、また 2011年 4月には、「eラーニング概論」が日本語のみ先行公開された。現在、「eラーニン
グ概論」と「基盤的情報処理論」も公開されており、順次公開科目を拡大していく予定となっている。公開

科目提供の意図は、それぞれ異なり、入学希望者に対する広報、学部レベルの基礎知識を補うための事前学

習、提供終了科目の公開保存となっている。 
	
 また、本専攻では、ストーリー型カリキュラム（SCC）を導入している。この取り組みは、文科省平成 19
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年度大学院教育改革支援プログラムの一環として、必修科目すべてをカバーする統一的カリキュラムを実現

するために実施された。本専攻では、修了者像に基づく課程設計、すなわち人材養成目的に即した体系的カ

リキュラム編成を目指して、修了者が備えるべき職務遂行能力（コンピテンシー）をウェブ上で公表し、教

育目標の達成責任を内外に明らかにしている。体系的な教育課程の編成に向けて、各科目の先修要件を定め

るとともに、各科目の単位取得条件となる課題群を職務遂行能力と直接的関連を持たせて設定するなど、自

らの教育課程編成に教育設計学の手法を活用している。また、課程修了と業界団体認定資格との連動を実現

し、産学連携による人材需要への適合性を確保するために、職務遂行能力や教育内容の設定に当たっては、

ｅラーニング業界の求める人材を輩出するため、特定非営利活動法人日本ｅラーニングコンソシアムと連携

し、同コンソシアムの「ｅラーニングプロフェッショナル認定資格」を修了と同時に取得できるようにした。

さらに、集団的討議・点検による教育の質保証として、徒弟制的教育とは対極の組織的教育による教育の質

保証のため、教員・授業補助者・教材作成者が一堂に会し教育内容の相互点検等を行うレビュー会を定例化

するとともに、集団的討議に基づくガイドラインに沿ったシラバス、明確な成績評価基準等を実現し、FD
及び自己点検・評価のメカニズムを教育実施体制の中に内蔵している。人材養成目的に沿って体系的に教育

課程を備えた本専攻の先進性を更に進めるカリキュラム改革として、より高い実践力の育成と理論的知識の

血肉化を実現する手法の一つとして、ストーリー型カリキュラムが構想された。 
	
 具体的には、シャンク（Schank, 2007）が提唱し、米国カーネギーメロン大学で実績がある Story-centered 
Curriculum (SCC) を参照しつつ、我が国最初の試みとして、複数科目に共通する実践的応用場面のシナリ
オ（例：ある企業で集合型研修の一部を e ラーニングに置換）を想定し、並行履修する複数科目をそのシナ
リオに関連づけすることで統合的な教育課程を導入している。 複数科目間で教育内容を調整する必要が生じ
るが、学生にとっては現実的な課題直結型の教育課程になることが実証されており、大学院教育実質化の一

つの方向性となり得ると考えられたものである。 
	
 近年では、ポートフォリオを応用課題に、LMS を基礎知識に二分化し、大学の ICT 利用の概念図を「サ
ンドイッチモデル」として提案している（鈴木、2012）。eラーニングを進める上で，基礎と応用の区別を意
識し、基礎は LMSの自動化ツールを用いて確認し、応用は LMSの掲示板で互いに披露・評価しながら推敲
を重ねて e ポートフォリオで公開する。このことが授業の再点検の着眼点として重要な意味を持つと思われ
る。 
 
 
参考文献	
 

Schank, R.C. (2007). The Story-Centered Curriculum. eLearn Magazine, Feature Article 47-1, 
Association for Computing Machinery 
Available online] http://www.elearnmag.org/subpage.cfm?section=articles&article=47-1 

鈴木克明（2013）．eラーニング活用による教授法の再構築に向けて、工学教育、61(3)、15-19 
鈴木克明（2012）．大学における教育方法の改善・開発、日本教育工学会論文誌、36(3)、171−179 
鈴木克明・根本淳子・烏中啓子・高橋暁子・吉田あきえ（2011）．オンライン大学院における公開科目提供

事例、第 18回日本教育メディア学会年次大会発表論文集、169-170 
 
  

5.4.4	
 熊本大学大学院教授システム学専攻 
 
	
 熊本大学大学院教授システム学専攻（博士前期・後期課程）は、e ラーニングで e ラーニング専門家を養
成する大学院である。大学設置基準に照らせば「通信制」ではなく「通学制」の大学院であり、修士号の取

得に 2年間で合計 30単位の取得が要求される通常の教育内容と通常の学習量を伴う大学院として 2006年に
設置認可された。2008 年には修士課程に続いて博士後期課程を設置された。以下、鈴木（2013）を参考に
しつつ、本専攻の特徴について述べる。 
	
 本専攻は、「通学制」という制度の下にありながら、一度も熊本大学に通わなくても修士・博士の学位が取

得可能であることが大きな特徴である。これは、大学設置基準第二十五条「多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる」に立脚しており、非同期双方向でインター

ネットを利用することで、対面授業に相当する教育を実現すれば単位認定ができるという法改正が可能にし

た新しい形態となっている。この法改正のもとに最初に「インターネット型大学院」を開設したのは信州大

学大学院工学系研究科情報工学専攻（2002 年 4 月開設）であるが、「e ラーニングによる大学院」であると
同時に「eラーニング専門家養成」のカリキュラムを備えたことにおいて、我が国初の専攻となっている。 
	
 本専攻設置の背景には、大学教育ならびに企業内教育の専門家が大学院レベルで輩出されてこなかったと

いう我が国特有の事情がある。教育学部は初等中等教育の教員養成には熱心であるが、高等教育や企業内教

育における教育専門職を育ててきたわけではない。例えば、韓国では教育学部が初等中等教育の教員養成課

程に加え、人材育成や企業内教育に視座を置いた教育工学科を併設しているのと対照的である。 
	
 我が国では 2000 年頃に e ラーニングに注目が集まり、企業内教育を中心にその導入が進んだが、それを
設計開発した側の専門性の不足と過剰な期待が、その後の e ラーニングの展開を停滞させることとなった。
そこで注目されたのが、大人相手の教育を設計・構築・運用できる e ラーニング専門家養成へのニーズであ
り、そのニーズに応えようと設置されたのが本専攻であった。欧米での学問領域名を採用して「教授システ

ム学専攻（Instructional Systems）」と命名され、現在でもこの専攻名は国内で唯一である。 
	
 教授システム学の中核となるのは、インストラクショナルデザイン（Instructional Design：ID）である。
IDは、教育活動の効果・効率・魅力を高めるための手法を集大成したモデルや研究分野、またはそれらを応
用して教材を作成したり、授業・研修を実施するプロセスのことを指し、日本では 2000 年頃からのｅラー
ニングの浸透とともに注目を集めるようになった。 
	
 教授システム学専攻は、すべての科目をインターネット上で提供する大学院であり、全国から働きながら

学ぶ社会人が集っている。様々な課題を抱えて入学してくる各領域の内容専門家たちを、教育の専門家にも

育てて送り出すのが本専攻のミッションである。内容の専門領域での学位に加えて教育方法でも学位を取得

すること（すなわち、ダブルディグリー）が推奨されている。 
	
 熊本大学では、日本オープンコースウェア・コンソーシアム（JOCW）に加盟しており、インターネット
上ですべての教育活動がおこなわれているオンライン大学院の特性を生かし、教育資源のオープン化への試

みとして「公開科目」を開始した（鈴木ら 2011）。公開科目の開設は 2008年度に着手され、最初の科目「特
別研究 I」が 2009年 4月に日英両ヶ国語で公開された。その後、2007年 7月には「基盤的教育論」が日英
両ヶ国語で、また 2011年 4月には、「eラーニング概論」が日本語のみ先行公開された。現在、「eラーニン
グ概論」と「基盤的情報処理論」も公開されており、順次公開科目を拡大していく予定となっている。公開

科目提供の意図は、それぞれ異なり、入学希望者に対する広報、学部レベルの基礎知識を補うための事前学

習、提供終了科目の公開保存となっている。 
	
 また、本専攻では、ストーリー型カリキュラム（SCC）を導入している。この取り組みは、文科省平成 19





− 339 −

 
おわりに  
 

ICT

1980 1990

PC
PC

 

ICT
ICT

ICT

CMS/LMS
 

MOOC
 

ICT

ICT

ICT

ICT  

MOOC ICT

MOOC



− 340 −

ICT

 
MOOC ICT

1000

MOOC
10

MOOC
 

MOOC

ICT

ICT
MOOC

 

 

ICT
 

 
 
 



− 341 −

ICT

 
MOOC ICT

1000

MOOC
10

MOOC
 

MOOC

ICT

ICT
MOOC

 

 

ICT
 

 
 
 

訪問調査	
 

 
 
 
(1) CHEA 2014 Annual Conference・CHEA International Quality Group Annual Meeting（ワシントン

D.C.、米国）  

 
	
 訪問期間：2014年 1月 27日（月）～2月 1日（土） 
	
 訪 問 者：山田	
 恒夫（放送大学） 
 
注：CHEA（Council for Higher Education Accreditation）2014 Annual Conference（1月 27日〜29日）、CHEA International Quality 

Group Annual Meeting（1月 29日〜30日） 

 
(2) EMOOCs 2014（ローザンヌ、スイス）  

 
	
 訪問期間：2014年 2月 10日（月）〜14（金） 
	
 訪 問 者：福原	
 美三（明治大学） 
 
(3) ソウル大学教授学習センター（ソウル、韓国）  

 
	
 訪問期間：2014年 3月 10日（月）〜11日（火） 
	
 訪 問 者：酒井	
 博之（京都大学）、全	
 京和（京都大学 大学院生） 
 
(4) フランス高等教育研究省・OECD（パリ、フランス）  

 
	
 訪問期間：2014年 3月 10日（月）〜15日（土） 
	
 訪 問 者：飯吉	
 透（京都大学）、酒井	
 博之（京都大学） 
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執筆担当者（五十音順）	
 

 
 
 
青木	
 久美子（放送大学	
 教育支援センター	
 教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 4章（4.2節）、5章（5.3節） 
 
飯吉	
 透（京都大学	
 高等教育研究開発推進センター	
 教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 はじめに、1章、4章（4.3節、4.6節、付録）、5章（5.5.2項）、おわりに 
 
稲葉	
 利江子（津田塾大学	
 学芸学部	
 特任准教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 2章（2.2.3項、2.2.4項） 
 
酒井	
 博之（京都大学	
 高等教育研究開発推進センター	
 准教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 2章（2.1節、2.2.2項、2.2.6項、2.3節）、3章（3.1節、3.2節、3.3節） 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 4章（4.4節）、5章（5.1.2項、5.4節、5.5.4項） 
 
重田	
 勝介（北海道大学	
 情報基盤センター	
 准教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 4章（4.7節）、5章（5.1.1項、5.5.3項） 
 
辻	
 靖彦（放送大学	
 教育支援センター	
 准教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 2章（2.2.1項、2.2.5項） 
 
福原	
 美三（明治大学	
 研究・知財戦略機構	
 特任教授／日本オープンコースウェアコンソーシアム事務局長・前代表）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 4章（4.8節）、5章（5.2節） 
 
山内	
 祐平（東京大学	
 大学院情報学環	
 准教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 4章（4.5節）、5章（5.5.1項） 
 
山田	
 恒夫（放送大学	
 教育支援センター	
 教授）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 4章（4.1節） 
 



平成 25 年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業

「高等教育機関等における ICT の利活用に関する調査研究」委託業務成果報告書

平成２６年３月

　　発行者　　京都大学高等教育研究開発推進センター

　　　　　　　〒606—8501　京都市左京区吉田二本松町

　　　　　　　TEL　075—753—3087





KYOTO UNIVERSITY


